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鉾田町中心市街地における人口移動に

　　　　　関する地理学的研究

大関泰宏1高橋仲夫

I　ばじめに

　I■豆　研究目的

　人口移動（migratiOn）は，地域のスケールに応

じてその性格を異にす乱最大の地域スケールに

おける移動現象は国家間人口移動であり，例えば，

移民や国境を越える出稼ぎなどである。他方，最

小の地域スケールにおける移動現象の一つは，都

市内人口移動であろう。このような地域スケール

の異なる移動現象間においては，単に移動距離の

長短が異なるだけでなく，性や年齢等の移動者に

関する諸属性および単身移動や家族移動のような

移動形態，さらには移動の規定要因に関しても差

異がみられる。しかしながら，それぞれの地域ス

ケールにおける移動現象は，移動者個人に視点を

置くならば，出生地点から死亡地点へ至る一連の

移動プロセスの結果として結びついている。時空

間地理学（time－space　geography）は，人間行動

を時空問3次元における軌跡（path）として表現す

る。特に，分析する期問を個人の一生にとれば，

ライフ画パス（life－path）と表現され，人口学にお

いてはライフ固ライン（hfe■ine）と名づけられて

いる1し

　異なる地域スケールにおける人口移動現象を個

別に解明するだけでなく，個々の移動現象問にお

ける関係の解明が重要な課題である。また，その

解明によって個々の地域スケールにおける移動現

象をもより良く理解できるはずである。しかしな

がら，従来の地理学においては，地域スケールの

異なる人口移動現象を同時に分析唖検討した研究

は数例しかなく2㌔それら諸移動現象間の関係は十

分に解明されていない。そこで本研究では，東京

大都市圏の外縁部に位置する鉾田町の中心市街地

（具体的には，鉾田町鉾田地区）と他の地域との問

で転出入する人口移動に関して，まず，全国，茨

城県および鉾田町の三つの地域スケールに対応し

て人口移動の特性を明らかにする。つぎにヨ現在

鉾田町に居住する住民の出生地点から現在の

居住地点へ到る移動プロセスを明らかにし，この

移動プロセスを基にして地域スケールの異なる人

口移動現象間の関係を考察する。

　I－2　研究対象地域と資料

　鉾田町は，北浦の北端に位置し，東京大都市圏

の中心（東京駅）から約80kmの距離にある。鉾田

町の町域の東は鹿島灘に臨み，北は旭村と茨城町，

西は小川町と玉造町，そして南は北浦村と大洋村

にそれぞれ接している。1983年4月末日における

鉾田町の住民基本台帳人口は28，600人であった。常

磐線石岡駅から接続する鹿島鉄道が町の中心部ま

で延びているが，鉾田町は東京への通勤圏内には

含まれず，東京大都市圏外縁部の小都市として位

置づけることができる。国勢調査によれば，鉾田

町の人口は，工970年以降に微増傾向にある。こう

した高度経済成長期以降における人口の微増傾向

は，同じ東京大都市圏の外縁部に位置する出島村3）

や束村4）においてもみられた。

　現在，鉾田町には27の大字地区によって構成さ

れているが，中心地区は1955年の町村合併以前

における旧鉾田町に相当する鉾田圃塔ケ崎地区で

ある。特に，鉾田地区は，鉾田町の中心商店街を
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包含し，その大部分が既成市街地によっておおわ

れている。そこで，本研究では，東京大都市圏の

外縁部に位置する小都市の一事例として鉾田町鉾

田地区に焦点をあて，当地区における人口移動を

地理学的に考察する。なお，他の26地区に関して

も若干の説明を加えるならば，塔ケ崎，安房およ

び姻田の3地区は，鉾田地区の周囲に位置し，そ

れぞれ主要地方道に沿って鉾田地区から住宅や商

店などの都市的要素が伸張している。串挽地区は，

鉾田地区の南に位置し，ユ979年に開始された串

挽スカイタウン団地の建設を契機として，鉾田町

の外縁住宅地域へと変貌しつつある。残りの22地

区は，その大部分が農業集落を中心とした農村的

地域である。ただし，鹿島灘沿岸の柏熊，一白塚お

よび大竹の3地区には，国道51号や鉾田海水浴場

に付随する商業的施設もみられる。

　人口移動の研究には，地域問における移動者の

出入を網羅したOD表が必要である。しかしなが

ら，都道府県よりも小さい単位地区間における人

口移動の完全なOD表は，既存統言十として入手し

得ない5しそこで，本研究では，工982年4月から

ユ983年3月までの1年間に鉾田町役場に提出され

た住民異動届から人口移動のOD表を作成した。

また，住民の移動プロセスに関しては，鉾田町鉾

田地区内に位置する鉾田南中学校にアンケート調

査を依頼した。このアンケートの回答によって，

40歳代を中心とする夫婦の年齢，現住所，過去に

おける居住地，移動年月および移動理由に関する

資料を得た。さらに。このアンケート調査を補足

するために，鉾田町鉾田地区における住民の詳細

な移動の軌跡を聞き取り調査によって追った。ア

ンケート調査および聞き取り調査ともに，実施時

期は！983年5月下旬であらた。

亙　地域スケールと人口移動

　皿一且　全国スケールの人口移動

　1982年4月からユ983年3月までの1年問に鉾

田町鉾田地区へ転入した移動者の総数は3ユ7人であ

り、そのうちの約67％に相当する21ユ人が茨城県

内からの移動者であった。第ユ図a）は，鉾田町

鉾田地区へ転入した移動者の前住地を都道府県別

に示したものである。同図によれば，この前住地

は、太平洋岸沿いに細長く分布しておりヨ特に，

茨城県，東京都および千葉県に集中している。第

1表a）は，鉾田町鉾田地区へ転入した移動者の年

齢構成，単身移動1家族移動別移動者数6）および

婚姻による移動者数7）に関して，移動者数6人以

上の都道府県について示したものである。茨城県

外から鉾田町鉾田地区へ転入した移動者は，県内

からの移動者に比べて，移動者の年齢が若く。単

身移動が多く，さらに婚姻移動が極めて少ないと

いう諸点によって特徴づけられる。特に，東京都

から転入した移動者は，20歳代の年齢層に集中し，

移動形態としては家族移動よりも単身移動が多い。

これに対して，千葉，埼玉および神奈川のような

東京都の周辺に位置する諸県から転入した移動者

の場合，20歳代と14歳以下の二つの年齢層に集中

し，特に壬千葉県では，家族移動が卓越する。

　同様にして，鉾田町鉾田地区から転出した移動

者について集計してみると里その総数は37ヱ人であ

って，ユ982年4月からユ983年3月までのユ年間

における鉾田町鉾田地区の人［コは，54人の社会滅

少を示した。また，茨城県内へ転出した移動者は

276人であって，全体の約74％を占め，この比率

は転入移動者の場合よりも高い。第！図b）は，鉾

田町鉾田地区から転出した移動者の転出先を都道

府県別に示したものである。これによれば，転出

先の全国的な分布は，第ユ図a）に示した転入移動

者の前住地分布と同様の形態を呈するが，移動者

数を具さにみてみると，東京都への集中化傾向が

より強くなっていることがわかる。つぎに，鉾田

町鉾田地区から転出した移動者の諸属性について，

転入移動者の場合と同様に集計したものが第ユ表

b）である。ここでも，茨城県外との移動に関して

県内での移動に比べて，移動者の年齢が若く，単

身移動が多いという傾向がみられた。こうした傾

向は，転入移動者の場合よりも強く現われている。

東京都，埼玉県および神奈川県へ転出した移動者

は，ヱ0歳代後半から20歳代前半までに集中し，かつ全

てが単身移動である。千葉県へ転出した移動者に

一86一



（
岬
“
U
一
唾
繭
醐
閏
坤
Q
興
。
つ
蛉
。
つ
。
o
竃
～
興
寸
紺
N
．
o
窯
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
繭
鰹
口
く
Q
ミ
ー
ト
×
圃
制
　
図
H
搬

口
　
　
亨
肉
　
　
亨
血

芸
さ
鰯
麟

穫
幽
◎
o
㈹

　
、

！
－
∴
Y
・
㌧
ノ
・

o

、
O

　
　
－
｝
ノ

∫
．
一
∫

　
へ
　
◎
q

デ
　
　
、

娯
　
謁
　
嶋
（
蝿

碧
　
鎖
　
橿
（
南

87



第1表 都道府県別移動者の諸属性

（単位：人）

a）前　住　地 b）転　出　先

地域

属性
茨城 東京 千葉 羊暢訓 栃木 埼玉 その他 計 茨城 東京 千葉 埼玉 神奈11 その他 計

全移動 2ユユ 3ヱ 28 9 9 6 23 3ユ7 276 40 17 7 6 25 37ユ

65歳以上 5 1 6 ヱ4 工 2 工7

60～64 2 玉 1 4 3 1 4
55～59 6 6 6 6
50～54 4 1 ユ 5 9 工 2 12

45～49 7 2 ユ ヱ ヱユ 9 ユ ユO

40～44 14 3 2 2 2 4 24 ユ3 ヱ ヱ ユ ユ6

35～39
ユユ 1 2 2 2 20 29 2 2 1 2 36

30～34 30 3 1 1 2 37 41 4 2 ユ ユ 49

25～29 53 ユO 5 2 ユ 1 5 74 4ユ 4 3 ユ 3 52

20～24
ユ9 ユO 5 2 2 2 43 29 2ユ 3 3 3 4 63

ヱ5～I9 9 2 ユ3 18 7 3 1 4 33

ユ0～ユ4 16 4 2 ユ 2 25 ユ6 1 ヱ7

5～　9 22 2 3 28 23 2 ］ 2 28

O～　4
ユ3 1 4 3 2工 2ユ ヱ ユ ユ 24

不　　明 4 4
単身移動 94 28 8 5 1 3 12 王5ユ 86 40 ユO 7 6 15 ユ64

家族移動 ヱユ7 3 20 4 8 3 ユユ ユ66 ユ90 7 ユO 207

婚姻移動 28 1 2 3ユ 3 3

関しては，家族移動の形態もみられるが，その実

数は単身移動の場合よりも少ない。転出移動者の

婚姻移動に関しては，十分な標本数を得ることが

できなかった8し

　皿一2　茨城県スケールの人口移動

　第2図a）は，鉾田町鉾田地区へ転入した移動者

の前住地を茨城県内の市町村別に示したものであ

る。鉾田町内の他地区から転入した移動者が85人で

最も多く，茨城県内からの全移動者の約40％に相

当する。第2図a）から，鉾田町を除く茨城県内市

町村のなかで，鉾田町鉾田地区へ移動者を流出さ

せる主要な地区は，以下のように二分できる。そ

の第工は，大洋村，北浦村および玉造町のような

鉾田町に隣接する3町村であり，他は，水戸市，

鹿島町および土浦市のような鉾田町鉾田地区から

半径20～40kmの圏域に位置する市町である。第

2表a）は，茨城県内から鉾田町鉾田地区へ転入し

　　　　　　　　　　　　資料：住民異動届

た移動者の諸属性に関して集計したものである。

本表によれば，大洋村，北浦村および玉造町から

の移動者は，20歳代後半から30歳代前半の年齢層

に集中し，移動形態としては単身移動が家族移動

よりも多い。この単身移動者の約半数が婚姻によ

って移動している。これに対して，同じく第2表

a）によれば，水戸市，鹿島町および土浦市からの

移動者は，5歳から14歳までと20歳代前半の二つ

の年齢層に集中し，かつ家族移動が単身移動より

もまさる。ここでの婚姻移動は，水戸市からの2

人だけである。

　第2図b）は，鉾田町鉾田地区から転出した移動

者の転出先を茨城県内の市町村別に示したもので

ある。ここでも，鉾田町内の他地区へ転出した移動

者がユ22人で最も多く、茨城県内への全移動者の

約44％に相当する。鉾田町鉾田地区から転出した

移動者の茨城県内における分布傾向は，基本的に
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b）転住邊）前

‡キ

鉾田町
鉾田町

、
’

人1～5人6～1O人11人以上

茨城県スケールの人口移動

（ユ982年4月一玉983年3月の住民異動届による）
第2図

茨城県内市町村別移動者の諸属性第2表

）人（準位

a）前　　住　　地 b）転 出 先

地域
鉾田 水戸 大洋 鹿島北瀧玉造 土浦その他 計 鉾田 水戸 鹿島 土補 勝田 小川 玉造

属惚三 禍 潮来 北浦 その他 薔十

…全移動　　85 28
1
】

9　　7　　6 6 59 211 122 26 ］3 1O 9 9 9 7 6 6 59 276

…
…

65歳以上 4 1l ≡ 5 1l 1 1 ］ 14

60～64 ］ ≡ 】 2 2 1 3
55～59 2 4 6 2 1 1 2 6
50～54 1 3 4 5 2 1 1 9
45二49 2 1 2 2 7 5 1 ］ 1 1 9
40－44 4 4 ］ 工

≡ 4 14 6 2 2 正 1 1 13

35山39 4 2 1 …

≡
4 ］1 lO 1 2 1 1 三4 29

30～34 16 2 2 3 ≡ 2 ］ 4 30 i8 3 2 2 1 2 2 2 1 8 4i

25川29
］7 5 1 4　　4

≡

≡ 1 3 工8 53 12 8 2 1 2 2 3 1 3 7 刎

20～24　　6 3 工 1 8 19
1
】 6 1 1 2 8 29

］5－19　　4 2 3 9 9 2 1 1 1 1 3 工8

IO－14　　6 4 2 2 2 16 1
1 1 1 玉 2 16

5－　9　　］2 5 2 1 2 22 7 1 2 2 2 1 1 1 6 23

O－　4　　8 】 4 13 9 ］ 1 1 2 1 1 5 21

≡ 4 4
一

13 5 3　　51　3 l139 94
■

23 12 4 4 4 4 4
i 1 6 24 86

家族移動　　60 15 6 6　　2 ≡ 3 5120 ］17 99 M 9 6 5 5 5 7 5 35 工90

1婚姻移動　　9 2 2
皿」■ト1r…　　　　り

U 28 3 3
佳民異動腫料資

98



は転入移動者の場合（第2図a））と同様であるが，

水戸市，鹿島町および土浦市のそれぞれに隣接す

る勝田市，潮来町および千代田村へ転出した移動

者も6人以上に達している。また，個々の市町村

への移動者数は少ないが，取手市，竜ケ崎市，水

海道市，江戸崎町および谷和原村のような東京と

の近接性が比較的高い市町村へ転出する移動もみ

られる。つぎに，転出移動者の諸属性について，

第2表b）に基づいて述べる。移動者全体からみる

と，0歳から9歳までと20歳から39歳までの二つ

の年齢層に集中し，家族移動が単身移動よりも多

いという傾向がみられる。北浦村へ転出した移動

者は全て単身移動であるが，他の8市町村へ転出

した移動者に関しては家族移動の方が多くなって

いる。また，小川，玉造および北浦の3町村への

移動者は，水戸，鹿島および土浦の3市町への移

動者よりも年齢が若く，かつ，後者の3市町への

移動者は，勝田，潮来および千代田の3市町村へ

の移動者よりも若いという傾向がみられる。

　∬一3　鉾囲町スケールの人口移動

　第3図a）は，鉾田町鉾田地区へ転入した移動者

の前住地を鉾田町内の地区別に示したものである。

安房，塔ケ崎，串挽および姻田の4地区から転入

した移動者は，鉾田町内から転入した移動者全体

の約46％を占めている。すなわち，鉾田地区に近

接した地区からの移動者数が多い傾向がみられる。

第3表a）は，鉾田町から転入した移動者の諸属性

に関して，全国や茨城県の場合と同様に集計した

ものである。まず，移動者の年齢分布は，5歳か

ら9歳までと25歳から34歳までの二つの年齢層に

集中している。移動形態に関しては，家族移動が

全体の約7ユ％を占めており，この割合は鉾田町外

から転入した移動者の事例（約46％）よりも大きい。

移動者数が6人以上の7地区のうち，単身移動が家

族移動よりも多数であるのは柏熊地区だけである。

また，柏熊地区から単身で転入した4人のうち3

人は婚姻による移動者である。しかし，鉾田町内

の他地区から転入した全移動者のうち婚姻による

第3表 鉾田町内地区別移動者の諸属性

（単位：人）

a）前　　住　　地 b）転　　出　　先

地域

属性
安房 塔ケ崎 串挽 徳宿 柏熊 姻田 自塚 その他 計 安房 串挽 塔ケ崎 野友 姻田 安塚 徳宿 その他 計

全移動 20 1
1 8 8 7 6 6 19 85 39 20 14 1O 10 7 6 16 王22

65歳以上 2 1 1 4 4 1 2 1 1 2 ll

60～64 1 1 2
55～59 2 2 工 ユ 2
50～54 1 3 1 5
45～49 1 三 2 3 1 1 5
40～44 3 三 4 5 ユ 6
35－39 1 1 1 1 4 2 2 i 2 ユ 2 1O

30～34 1 5 2 1 1 2 4 16 4 4 3 互 2 4 18

25～29 3 3 3 1 7 17 3 3 2 1 3 12

20～24 1 2 1 1 1 6 4 1 1 1 工 2 1 11

玉5～三9 2 1 1 4 7 1 1 9
1O｝14 3 2 1 6 6 2 1 1 1 1三

5～　9 3 3 1 2 2 三 12 2 1 2 2 7
O～　4 1 1 2 1 3 8 3 1 2 1 2 9
不　　明 4 4

単身移動 2 3 3 2 4 2 2 7 25 2 2 2 2 1 4 1 9 23

家族移動 18 8 5 6 3 4 4 12 60 37 18 12 8 9 3 5 7 99’

婚姻移動 2 3 1 3 9 1 1 1 3
資料：住民巽動届
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移動者が占める割合は約！王％であって，この割合

は茨城県内の他市町村からの転入移動者の事例

（約／5％）よりも小さい。

　第3図b）は，鉾田町鉾田地区から鉾田町内へ転

出した移動者の転出先を地区別に示したものであ

る。ここでも，鉾田地区に近接した地区への移動

者数が多くなっているが，その傾向は転入移動者

の場合（第3図a））よりも顕著である。特に，安房，

串挽，野友および安塚の4地区における人口の社

会増加が著しい。鉾田地区から鉾田町内の他地区

へ転出した移動者の諸属性に関して，第3表b）に

転入移動者の場合と同様に集計した。まず，移

動者の年齢に関しては，30歳代前半に最も集中す

るが，低年齢層への集中はみられない。従って，

転入移動者の場合と比べて，移動者の年齢はより

高くなる傾向がみられる。また，移動形態に関し

ては，転入移動者の場合よりも家族移動の全体に

占める割合（約81％）が高くなっている。移動者数

が6人以上の7地区のうち，単身移動が家族移動よ

りもまさるのは安塚地区だけである。婚姻による

移動者は3人で，全体の約2％を占めるにすぎな

い。

　なお，鉾田地区内部での移動については，移動

者総数が62人である。その年齢分布は，25歳から29

歳までと40歳から54歳までの二っの年齢層に集中

し，移動形態としては，家族移動の占める割合

（約81％）が高い。また，婚姻による移動（2人）は

全体の約2％を占めるにとどまっている。

　亙一4　まとめ

　以上，鉾田町鉾田地区と他の地域との間で転出

入する人口移動に関して，全国，茨城県および鉾

田町の三つの地域スケールに応じて記述してきた。

ここでは，それぞれの地域スケールにおける移動

現象を要約するとともに，諸移動現象間の類似点

と相違点について考察を加える。

　全国スケールの人口移動（第4図a）），すなわち

都道府県間レベルの人口移動に関してはサ東京と

の転出入が量的には卓越し，東京へ転出した移動

者は東京から転入した移動者よりも若い傾向がみ

られた。また，東京との転出入は，単身移動の形

態に片寄っていたが，東京から離れた地域との転

出入ほど家族移動の占める割合が高くなった。こ

の結果から，全国スケールの人口移動は，東京大

都市圏の地域構造を強く反映しているものと考え

られる。すなわち害就学㊥就業機会が集積してい

る東京へ単身で転出し，短期問滞在した後に再び

単身で地元へUターンする移動パターンと，住宅

機会の豊富な東京大都市圏周辺部において結婚圃

出産を経験した後に地元へUターンする移動パタ

ーンの存在が予想される。

　茨城県スケールの人口移動（第4図b）），すなわ

ち市町村間レベルの人o移動に関しては，県内の

中心都市との転出入および鉾田町に隣接する町村

との転出入が量的には卓越していた。前者の転出

入においては，単身移動に比べて家族移動が多く，

かつ中心都市に隣接する市町村へ転出する移動も

みられた。後者の転出入に関しては，家族移動に

比べて単身移動が多く，かつ転出移動者は転入移

動者よりも若い傾向がみられた。また，隣接町村

からの転入移動は，全移動に占める婚姻移動の割

合が高い点においても特徴づけられた。中心都市

のなかで，水戸市と土浦市は，県内における政治南

経済機能の中心地であり，鹿島臨海工業地帯を構

成する鹿島町は，県内における工業機能が特化し

た中心地である。すなわち，茨城県スケールでの

人口移動は。県内の局地的な中心地が供給する就

学画就業機会に強く規定されているといえよう。

また，隣接町村との転出入に関しては，住民の日

常行動圏を反映していると考えられる。隣接町村

のうち，北浦村と玉造町に関しては，通勤画通学

および買物の行動における鉾田町への強い依存性

が指摘されている9し住民の通婚圏は，地域間に

おける人的な接触機会の量によって規定され，そ

れゆえにモータリゼーションの影響を強く受ける

ことが指摘されている1Oし鉾田町鉾田地区への婚

姻移動に関しても，隣接町村との間において通婚

圏を形成している結果と思われる。

　鉾田町スケールの人口移動（第4図c）），すなわ

ち町内レベルでの人口移動に関しては，中心市街

地から離れるに従って移動者数が減少し，かつ移
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第4図 地域のスケールと人口移動
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動者の年齢が若くなる傾向がみられた。移動形態

に関しては，家族移動が卓越していた。また，中

心市街地への転入は，そこからの転出に比べて垣

移動者数が少なく。かつ移動者の年齢が若い傾向

がみられた。すなわち，鉾田町スケールの人口移

動においてはヨ人口が中心市街地からその周辺部

へ流出する傾向がある。いわゆる分散的都市化m

は，大都市圏外縁都の小都市においてもみられる

現象であるといえよう。中心市街地への転入に比

べて，中心市街地からの転出が特に多かった地区

は，中心市街地に連担する市街地を含む地区とそ

の郊外において飛地的に造成された住宅地を含む

地区とに二分される。こうした地域へ転出する移

動は、中心市街地における職住分離と中心市街地

に近接した住宅機会の存在を反映しているものと

考えられる。

　全国，茨城県および鉾田町のいずれの地域スケ

ールにおいても，人口移動は地域構造によって制

約されているといえよう。しかしながら，人口移

動を制約する地域構造の特性は，地域のスケール

によって異なる。具体的には，全国スケールにお

ける東京大都市圏、茨城県スケールにおげる県内

中心都市と通婚圏および鉾田町スケールにおける

連担市街地と外縁住宅地の存在が人口移動を制約

している。また，地域のスケールが小さくなるに

つれて、単身移動に対する家族移動の比率が高く

なり，かつ移動者の年齢も高くなる傾向がみられ

た。そこで，移動者個人に視点を置くならば。以

下のような人口移動のプロセスを想定することが

できる。すなわちヨ鉾田町の中心市街地で出生し

た個人が、就学画就業の機会を求めて東京へ移動

　し，短期問の滞在の後に地元へU夕一ンする。そ

の後，この個人は近隣地域から配偶者を得て，子

供が成長することによって中心市街地の周辺部へ

住宅を求めて移動する。上述した移動プロセスに

関する仮説を検証するためには，移動者個人の行

動に視点を置いて，時空問内に描かれる行動の経

路を長期的に追跡することが必要となる。

皿　住民の移動プロセ＝ス

　㎜一且　移動者の諸属牲

　鉾田南中学校にアンケート調査を依頼した結果，

配布数の約70％に相当する121枚の調査票を回収

することができた。このなかから，鉾田町鉾田地

区に調査時点で居住しているか，もしくは過去に

おいて鉾田地区に居住した経験を有するかのいず

れかに該当する85人を標本居住者として抽出した。

標本居住者は，全て中学生の父母であって，平均

年齢約40．7歳であった。この年齢層の人々を

分析対象としたのは，人口移動の活発な年齢層を

過ぎて安定した居住を行っており，かっ過去の移

動に関する詳細な回答を得られると想定されるか

らである。

　第4表は，標本居住者の諸属性に関して移動回

数別に集計したものである。標本居住者85人の約

89％に相当する76人が，少なくとも1回以上の移

動を経験している。76人の移動者の平均移動回数

は約3回である。まず，男女別移動者数について

みると，第1回目の移動では女性が男性よりも多

いが司第2回目以降の移動では男性が女性よりも

多くなっている。移動者の年齢に関しては，移動

回数の増加とともに移動者の平均年齢も上昇して

いくが，第3回目以降における平均年齢の上昇は

僅かなものであるi2も移動理由に関しては，職業

（就職，転勤など），学業（就学，転校など），住宅

（家の狭さ、日当りなど），家族（結婚，出産など），

環境（交通の便など）およびその他の6選択肢を設

けたが，これによる回答は以下のように推移した。

すなわち，家族にかかわる理由での移動は第ユ回

目の移動に集中し，第2回目の移動になると住宅

にかかわる理由その移動が急増する。第3回目と

第4回目の移動においては，住宅にかかわる理由

による移動が最も多くなる。職業にかかわる理由

に基づく移動は，第2回目と第6回目以降の移動

において最も多くなっている。学業にかかわる理

由での移動は，第1回目と第2回目の移動のみに

存在した。

　上述したアンケート調査の結果から，住民の移
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第4表 移動回数別移動者の諸属性

（単位1人）

移動回数

属性
ユ 2 3 4 5 6～ヱ2 計

全移動 76 55 40 24 11 23 229

（　男性）女 37 30 22 13 6 ヱ6 ユ24

39 25 ユ8 n 5 7 玉05

45歳以上

40～44 1 2 ユ ユ 5
35～39 ユ 6 3 4 2 5 2ヱ

30～34 2 6 n 7 1 7 34

（
年 25～29

ユ3 ユ6 9 7 4 9 58

20～24 24 8 10 3 3 1 49

齢
ユ5～ユ9 ユ7 ユ2 3 2 34

）
10～ユ4 工 王

5～9 3 2 5

O～4 5 5
不　明 ユ0 4 2 ヱ ユ7

職業
2ヱ ユ6 10 7 ユ ユO 65

（家族 32 9 ユ0 6 5 3 65
移
住
宅
動
　
学
業
理

2 ユ5 ヱ4 8 3 6 48

6 4 ヱ0

由環境 ユ 3 4
）その他 3 ユ 2 6

不　明 ユ2 9 3 3 2 2 31

資料：アンケート調査（ヱ983年5月）

動プロセスとライフサイクルとの関係について以

下のように述べることができよう。まず，就学は

ライフサイクルの早い時期に集中しており，従っ

て学業にかかわる理由に基づいた移動も移動プロ

セスの初期段階に限定される。女性は，婚姻に際

して男性よりも移動する可能性が高い。出生後一

度も移動を経験していない標本居住者9人のうち

8人までが男性であった。さらに，第ユ回目の移

動において女性の移動者数と家族にかかわる理由

での移動者数が多いことは，女性の婚姻移動を反

映した結果であると考えられる。標本居住者に子

供が誕生し，その子供が成長するに従って，標本

居住者の新たな住宅に対する欲求が増大する。第

2回目から第4回目までの移動において，住宅に

かかわる理由に基づく移動者数が多数にのぼるこ

とは，こうしたライフサイクルに基づいた変化に

よって説明されよう。また，6回以上の移動を経

験した7人の標本居住者に関して詳細に検討する

と，職業にかかわる理由による移動を5年以内の

短い周期で繰り返す傾向がみられた。標本居住

者全体からみれば少数ではあるものの，頻繁に移

動を行う居住者が存在する。その移動契機は転勤

であると考えられる。

　II［一2　ライフ画パス

　85人の標本居住者の出生地点は，秋田県から神

奈川県までの広い範囲に分布している。鉾田町で

出生した標本居住者は、全体の約44％であった。

ユ回以上の移動を経験した76人の標本居住者は，

平均約3工年の時間を経て鉾田町の現住所へ到達し

た。ここでは，その問における移動プロセスの空
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問的な側面について述べる。

　かつて，人文地理学研究グループは，出島村王3）

および東村14）を対象として，住民の日常生活行動

に関する時空間地理学に基づく分析を試みた。そ

こでは，生活行動の軌跡が，起床点に始まり就寝

点で終るデイリー画パス（dai1ザpath）として描

かれた。さらに，時問のスケールを人間の一生に

拡大するならば，住民は，さまざまな地域スケー

ルでの人口移動の軌跡を，出生点で始まり死亡点

で終るライフ1パスとして描いている。

　第5図は，85人の標本居住者に関して，第4表

の各移動回数ごとに人口移動のOD表を作成しヱ5え

そのOD表のなかで移動者数が3人以上存在した

要素について示したものである。第5図における

移動のパスは，移動者集団の平均年齢によって表

示した。また，移動理由に関しては，アンケート

の回答のなかで最も多かった項目を表示した。誕

生してから10歳代の後半までは，移動の発生は少

なく，僅かに疎開によって東京から鉾田町鉾田地

区の周辺へ転入する移動が目立つにすぎない。移

動が活発化するのは，20歳前後からである。20歳

代前半までは，家族にかかわる理由によって，鉾

田町内の他地区や鉾田町の隣接町村から鉾田地区

へ転入する移動，および鉾田地区から町内の他地

区へ転出する移動が数多く存在する。20歳代後半

になると，同じく家族にかかわる理由によって，

東京から鉾田地区へ転入する移動がみられるよう

になる。しかしながら，30歳代前半には，鉾田地

区と町内の他地区との問において，住宅にかかわ

る理由による移動が卓越する。職業にかかわる理

由に基づく移動は，年齢による偏椅が比較的少な

く，地域的には茨城県内で数多くみられる。35歳

を過ぎると，再び人口移動による明瞭な地域問の

結びつきはみられなくなる。

　第5図は，85人の標本居住者に関して，誕生か

ら現在に至るまでの人口移動のおもな軌跡を示し

たものであり，いわば居住者集団のライフ画パス

といえよう。このライフ藺パスによれば，鉾田町

住民の移動プロセスは，次のように特徴づけられ

る。まず，移動行動は人生の全期間にわたって均

等に発生するのではなく，20歳前後から30歳代前

半までの年齢に集中して発生する。その移動行動

の地域的なパターンは、年齢が上昇するに従って以

下のように推移していく。第玉段階として，家族

にかかわる理由による鉾田町中心市街地とその近

隣地域との転出入が卓越する。第2段階は，同じ

く家族にかかわる理由に基づく東京から鉾田町中

心市街地への転入である。さらに最終的には，住

宅にかかわる理由による鉾田町内での転出入が卓

越する。以上の結果のなかで，東京から鉾田町中

心市街地へ転入した移動に関しては，若干の補足

説明を要する。すなわち，実際には，東京で生ま

れた人が鉾田町中心市街地へ転入した移動とほぼ

同数のUターン移動が存在している点である。こ

のU夕一ン移動はヨ第4表の各移動回数に分散し

て集計されているために，第5図のライフ画パス

には現われてこないのである。いずれにせよ，鉾

田町へ転入する移動経路には，東京からのものと

鉾田町の近隣地区からのものとがあって，ともに

家族にかかわる理由を主要な移動目的とする。そ

の後，鉾田町へ転入した移動者は，住宅にかかわ

る理由によって町内を移動する。

w　移動行動の事例

　前章の分析によって，第皿章の最後に述べた人

口移動のプロセスに関する仮説は，基本的には支

持されたものと考える。しかしながら，U夕一ン

移動と近隣地域から鉾圧町中心市街地へ転入する

婚姻移動との関係，および詳細な移動理由に関し

ては，さらに追求する必要があるだろう。また，

アンケー一ト調査の性質上，鉾田町中心市街地から

転出する移動に関しては，その大部分が補足され

ていない。そこで，本章では，上記の諸点に関す

る考察を深めるとともに，住民の世代問における

移動プロセスの差異をも考察しようとする。鉾田

町中心市街地に居住する王0家族に関して，家族構

成員の詳細なライフ1パスを聞き取り調査によっ

て追跡した。以下において，代表的な3家族の事

例を報告する。

　A家族　商店経営を生活基盤とするA家族は，
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夫婦（夫31歳，妻27歳）とその母（67歳）および子供

（長女2歳，次女7ヵ月）の3世代によって構成さ

れる。さらに，2年前に死亡した父（当時71歳）を

加えて，合計6人のライフ1パスを第6図に示し

た。まず両親（父画母）のライフ1パスを説明する。

父は，ユ910年に鉾田町の現住所において，商店経

営者の家族として生まれた。彼は壬1929年に専門

学校での就学を目的として，東京の新宿区へ転出

し，そこで3年間就学した後に帰郷した。1937年

には中国大陸へ動員されたが，194ユ年に復員し，

それ以降は198ユ年に死亡するまで鉾田町の現住所

に居住し続けた。母は，ユ9ユ6年に東京の台東区

　年

1980

1970

1960

1950

ヱ940

1930

ユ920

帰郷
結婚

就学

一就学

結婚

帰郷

復員

動員

帰郷

軋次女
㌧
　長女

就学

王910

．父

国外　　　東京　　周辺部

｝パス（男）
⑪＿＿＿幻パス（女）

　圏居住地

彗外縁部　　大都市圏外

農嚢螢鉾田町鉾田地区

騒中国　　臨小川町
　　　　　　第6図　A家族（商店経営）のライフ届パス

　　　　　　　　　（ユ983年5月の聞き取り調査による）
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で生まれ，ヱ967年に結婚のために鉾田町の現住所

へ転入した。その後は，移動することなく現在に

至っている。つぎに，夫婦のライフ1パスにっい

て説明する。夫は，ユ952年に鉾田町の現住所で

出生した。ユ970年に大学での就学を目的として，

東京の文京区へ転出した。大学時代には，文京区

にユ年半，板橋区に2年半ずつ居住した。大学の

卒業後，彼は東京の渋谷区でさらに3年間にわた

って商店に勤務した。その後，鉾田町の現住所に

帰郷し，現在に至っている。妻はヨ王956年に鉾田

町に隣接する小川町で教師の娘として生まれた。

ユ974年に大学での就学を目的として東京の町田市

へ転出し，卒業後に地元へ戻って1年問教師を勤

めた。その後，彼女は，ヱ980年に現在の夫と結婚

することによって鉾田町の現住所へ転入し，現在

に至っている。子供に関しては，長女がユ98ユ年

にヨ次女が1982年にそれぞれ誕生しており，いま

だ一度も移動を経験していない。

　鰯家族　同じく商店経営を生活基盤とするB家

族は，夫婦（夫36歳，妻34歳）とその両親（父67歳，

母66歳）および子供（長男ユO歳，次男7歳）の3世代

によって構成される。これら6人のライフ1パス

を第7図に示した。B家族の構成は、前述のA家

族の場合と類似しているが，夫婦の父親が現在で

も健在である。まず，両親のライフ1パスを説明

する。父は，ユ9ユ6年に県内の神栖町の農家に生ま

れた。彼は，旧制小学校を卒業後，時計店の見習

いとして同じ県内の那珂湊市へ転出した。那珂湊

市には15年問居住したが，1945年に召集されて硫

黄島へ出征し，同年に実家のある神栖町に復員した。

その後，実家の農業を手伝っていたが，1946年に

婿養子として結婚のために鉾田町の現住所へ転入し，

現在に至っている。母は，19！7年に鉾田町の現

住所で生まれ，現在までの66年問において一度も

移動を経験していない。つぎに，夫婦のライフ1

パスを追ってみる。夫は，両親が結婚してユ年後

のユ947年に鉾田町の現住所で生まれた。彼は，

ユ965年に専門学校での就学を目的として横浜市へ

転出した。専門学校でユ年問勉学した後，ユ966年

に帰郷し，現在に至っている。妻は，ユ949年に鉾

田町の中心市街地で生まれた。すなわち，この夫

婦は，ともに鉾田町中心市街地の出身である。妻

は、1967年に専門学校での就学を目的として水戸

市へ転出した。専門学校を卒業した後も，水戸市

で就職し，水戸市には合わせて4年問居住した。

彼女は，ユ972年に現在の夫と結婚するために鉾田

町の現住所へ転入し，その後は移動することなく

現在に至っている。子供に関しては，長男がユ973

年に，次男がユ976年にそれぞれ誕生しているが，

A家族の場合と同様に年齢が若く，いまだ一度も

移動を経験していない。

　C家族　この家族は，A家族やB家族と異なり，

給与所得を生活基盤とする。また，家族構成にお

いても，C家族はヨ夫婦（夫55歳，妻48歳）とその

子供（長女25歳ヨ次女玉8歳）の2世代から成り立っ

ており，3世代からなる前述の2家族とは異なる。

長女に関しては，調査時点において他の家族と同

居してはいないが，いまだ独立した家族を構成し

ていないのでC家族に含めて考察することにした。

第8図は，C家族のライフ画パスを示したもので

ある。まず，夫婦のライフ1パスを追跡する。夫

は，ユ928年に鉾田町の現住所で生まれた。彼は，

工944年に旧海軍飛行予科の練習生壬いわゆる予科

練として奈良県天理市へ転出した。しかし，出征

することなく終戦を迎え，ユ945年に鉾田町の現住

所に戻ってからは一度も移動することなく現在に

至っている。妻は，1935年に鉾田町の隣接町村で

ある玉造町で生まれた。彼女は，工957年に現在の

夫と結婚するために鉾田町の現住所へ転入し，そ

の後は夫と同様に移動することなく現在に至って

いる。つぎに，子供のライフ1パスを説明する。

C家族においては，A家族やB家族に比べて子供

の年齢が高いために，子供のライフ画パスにおけ

る移動がすでに現われている。長女は，1958年に

鉾田町の現住所で生まれ，1977年に大学に就学す

るために東京へ転出した。彼女は，大学を卒業し

た後も東京で就職し，現在も東京に居住している。

次女は，1965年に鉾田町の現住所で生まれ，いま

だ移動を経験していない。しかし，彼女も，移動

を活発に行う年齢層に近づいており，まもなく移
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　年、

1980

1970

1960

！950

ユ940

ユ930

ユ920

19ユO

大都市圏外

】

1外縁部
董

　周辺部

東京

8
～

；

歯
鉾田町

j大都市圏外

隣接町村

鶴一一一噛パス（男）

⑪一一一⑬パス（女）

霞居住地 園鉾田町鉾田地区

騒硫黄島 緬横浜市

鶴水戸市

㊧神栖町

鶴那珂湊市

第7図　B家族（商店経営）のライフ岨パス

　　（1983年5月の聞き取り調査による）

一ユ00一



動を開始するものと予想される。

　以上において，鉾田町中心市街地に居住する事

例3家族の詳細な移動行動を記述した。ここでは

報告し得なかったが，聞き取り調査を実施した残

余の7家族の移動行動に関する考察も合わせて，

以下で鉾田町中心市街地に居住する家族の移動行

動を要約してみる。まず，一つの家族においては，

約20年から30年の周期で家族構成員の活発な移動

が繰り返され里同時に移動する世代が交代して

いく。このことは，人口移動が，世代に関係なく，

人生における特定期問に集中して生じることを反

映している。移動者の年齢による選択移動（Se1eC－

tive　migrationまたはdifferentia1migration）の、

存在は従来から指摘されてはいるが16、本研究に

よって世代問に共通する傾向であることが確認さ一

れた。しかしながら，移動の空問的パターンや移

動理由に関しては，世代問で共通する特性と異な

る特性とが存在する。就学画就職によって出生地

から東京や県内の中心都市へ転出し，数年後に

地元へU夕一ンする移動は，世代間で共通にみら

れたが，第2次大戦後に生まれた世代により多く

みられる傾向がある。特に，女性のUターン移動’

が戦後の世代において多くみられた。また，鉾田

町の近隣地域か’ら婚姻によって鉾田町中心市街地

へ転入する移動パターンも，世代間で共通にみら

れた。しかし，戦前に生まれた女性の場合，女腎姻

による移動が唯一の移動機会となる傾向が強いの

に対して，戦後に生まれた女性は，婚姻移動を行

う以前にU夕一ン移動を経験していることが多い。

人口のUターン移動に関しては，1970年の日本社

会学会における黒田俊夫の研究報告を契機として，、

その実在が議論されてきた17ししかしながら，本

研究で明らかなように，個人の移動プロセスとし

てのU夕一ン移動は，戦前に生まれた世代におい

ても確認された。このUターン移動が，戦後に生

まれた世代において活発化した理由としては，所

得水準の上昇とそれに伴う進学率の上昇，および

工場の大都市からの分散とモータリゼーションの

進展による大都市圏外縁部における雇用機会の増

大を挙げることができる。特に，女性の移動者は，

こうした大都市圏における社会宙経済的な構造変

化に敏感に反応したといえよう。さらに，特殊な

移動理由ではあるが，戦前に生まれた男性にとっ

ては，第2次世界大戦がきわめて大きな移動契機

となっている。戦争による移動は，戦地での短期

的な滞在の後に地元へ復帰する一種のUターン移

動である。しかし，この移動は，個人の自由意志

に基づかない強制的な移動であって、空間的にも

国外にまで及んでおりヨ他の移動形態とは著しく

異なっている。

V　おわりに

　本研究、は，東京大都市圏の外縁部における小都

市として位置づけられる鉾田町中心市街地を事例

にとり，本地区から転出し，あるいは本地区へ転

入する人口移動を分析した。その結果，人口移動

は，地域のスケールに応じてその性格を異にし，

各々の地域スケールにおける社会1経済的な地域

構造に強く制約されていることが判明した。これ

らの社会画経済的な地域構造とは、全国スケール

では東京大都市圏の構造を意味し，一茨城県スケー

ルでは県内中心都市と通婚圏を含む構造である。

さらに，鉾田町という最小のスケールにおいては，

連担市街地や外縁住宅地などの地域的な機能分化

によって成り立つ構造である。地域構造，すなわ

ち地表事象の地域的配列㊥配置の様相が人口移動

の地域的パクーンを規定することは従来から指摘

されている工8も本研究では，三っの地域スケール

における人口移動を，その移動が生起する場の地

域構造や移動者の諸属性と関連づけながら考察す

ることによって，人口移動から’みた地表事象に関

する空問的秩序19）の一端が解明されたといえよう。

　また，それぞれの地域スケニルにおける人口移

動は，個人の移動プロセスのなかで相互に連結さ

れており，究極的にはライフサイクルに基づく人

間行動を反映している。すなわち，就学1就業に

よる大都市圏内での移動，婚姻による近隣地域問

の移動および住宅を求めての町内での移動が，個

人の出生地点から死亡地点へ至る過程のなかで順

を追って生起している。しかしながら，個人の移
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　年

ユ980 就学

1970

工960

1950
復員

1940

ユ930

長
女

動員

結婚

1920

ユ910

婁

次
女

大都市圏外 東京

外縁部 大都巾圏外

Hパス（男）
Rパス（女）
圏居住地 璽鉾田町鉾田埴区

観天理市 臨玉造町

第8図　C家族（給与所得者）のライフ画パス

　　　（ユ983年5月の聞き取り調査による）
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動プロセスには，世代間における相違もみられた。

第2次大戦前に生まれた男性による，戦争を契機

とした長距離かっ短期的なUターン移動ヨおよび

戦後に生まれた女性による，就学画就業を理由と

した大都市圏内でのUターン移動は，それぞれの

世代の移動プロセスを特徴づけている。

　高度経済成長期以降，大都市圏外縁部の小都市

や農村においては，人口の地元定着率が高まる傾

向にあることが指摘されてきた20もこうした現象

は，鉾田町においてもみられ，本研究の分析結果

に基づいて以下のように解釈されよう。すなわち，

大都市に人口を集中させていたさまざまな雇用機

能のうち，特に工業活動を中心とした雇用機能が

地方へ分散した。それと同時に，モータリゼーシ

ョンが進展することによって，各地の住民がその

雇用機能を利用可能になった。また，モータリゼ

ーションの進展は，地域問における人的な接触機

会の量を増大し，鉾田町の通婚圏を拡大する方向

に作用したと考えられる。従って，大都市圏の中

心都市から外縁部へのUターン移動と近隣地域か

らの婚姻による転入移動が活発化し，これらのこ

とがらが鉾田町における人口の地元定着化を促す

一因になりえたといえよう。

　人口移動に関する地理学的研究は，既に数多く

の業績を世に送り出してきた。しかしながら，そ

の大部分の研究は，既成の集計データを統計的に

分析した結果として得られる人口集団の性格。特

に年齢や性といった属性に関する非空問的な考察

を中心とする傾向があった。しかしながら，地理

学が研究対象とする人口移動は，空問的特性の解

明に焦点を合わせて研究されねばならない。本研

究では，人口移動と地域スケールとの関係に焦点

をあて，特に個人の移動プロセスに基づく考察を

試みた。人口移動と地域構造との相互関係，およ

びそれに基づいて形成される地表事象の空間的秩

序の解明に，本研究の成果は寄与するであろう。

他方，地域構造の時系列的な変動を人口移動の分

析から説明することも可能である。従って，本研

究の分析結果は，東京大都市圏の空問計画画空間

整備にも資するであろう。

　本研究を進めるにあたり，鉾田町役場商工広報課および住民課の方々には資料収集の面でお世話になり

ました。鉾田南中学校の方々には，アンケート調査に快く応じて頂きました。さらに，聞き取り調査の際

には，鉾田町住民の方々の多大な協力を得ることができました。また，筑波大学地球科学系の村山祐司氏，

同大学院の根田克彦氏と井田仁康氏には，資料収集の協カを頂きました。以上記して厚くお礼を申し上げ

ます。
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